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２０２２年度高齢期要求実現をめざす全都共同行動 アンケート結果 

 

自治体名 杉並区 

 

１. 高齢者の基礎数について （令和４年１月１日現在）        

全人口 全世帯数 ６５歳以上人口 高齢化率 

569,703 人   323,702 世帯  120,263 人  21.1  ％ 

65歳以上の内訳 65～74歳  55,793 人  75歳以上  64,470 人 

 

 高齢者世帯の現状について      

高齢者のいる世帯数 高齢者単身世帯数 高齢夫婦のみ世帯数 

89,203 世帯 43,080 世帯 20,928 世帯 

 

２. 介護度別前期・後期別認定者数 （令和３年３月３１日現在）      

 要 支 援 要 介 護 合 計 

１ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

64歳以下認定者 50 46 105 107 81 63 54 506 

前期高齢者認定者数 430 209 538 336 230 255 239 2,237 

後期高齢者認定者数 4,703 1,853 5,688 2,928 2,706 3,067 2,031 22,976 

    合 計 5,183 2,108 6,331 3,371 3,017 3,385 2,324 25,719 

 

３. 施設別入所者人数（令和３年３月３１日現在）  ４. 認定申請者数と 

認定された状況 

  

特別養護 老人保

険 

施設 

介護療

養 

型施設 

介護 

医療院 
合 計 

 

令和２ 

年度 

申請者 

人数 

 認定さ

れた人数 
老人 

ホーム 

 

 要支援１ 0 0 0 0 0  
  新 規 7,653 7,400 

 要支援２ 0 0 0 0 0  
  更 新 12,212 12,382 

 要介護１ 19 53 0 0 72  
 区分変更 2,707 2,473 

 要介護２ 70 80 1 1 152  
  合 計 22,572 22,255 

 要介護３ 521 128 2 0 648     

 要介護４ 943 181 19 22 1,151  
更新認定には、コロナウィル

スによる特例延長の認定

(6,247 件)を含む 

 要介護５ 663 94 13 26 793  

  合計 2,216 536 35 49 2,816  

 

※ 同一月に２施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を１人と計上し 

ているが、合計欄にはこれを合算せず１人と計上しているため、施設ごとの件数合算値と合  

計欄が一致しない。 

    ※ ２号被保険者を含んだ数値です。 
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５．介護保険施設 入所待機者について     
 
 （ａ） 特別養護老人ホーム    680 名（令和 4 年４月１日現在） 
 
  （ｂ）  老人保健施設             不明 （令和 4 年４月１日現在） 
 
６．介護施設入所待機者の介護度別待機者数       
 

 介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５  合計 

特別養護老人ホーム 14 28 213 259 165 680 

  老人保健施設 不  明 
 
７．地域包括支援センターについて （令和 4 年４月１日現在）    
 
②  現在配置されている地域包括支援センターの数      ２０  ｹ所 

  
② 配置されている職員数                      142    人  

  
③  配置されている保健士の人数              １０  人  

  
④  扱った相談件数（令和 3年度）        144,097  件  

 
8 介護保険運営委員会について（令和４年４月１日現在）   
 
 (1) 介護保険事業について調査・審議する恒常的な機関を設置していますか 
 

① 設置している   ② 設置していない   ③ 設置を検討している 
 
 (2) 設置している場合 
 
   機関の構成員の人数        ２２ 人 
 

市民代表は参加しているか  (a)している  ６ 名   (b) していない 
 

年間の開催予定回数は          ４ 回  
 
9,介護保険料滞納者・要介護認定者への制度について      
 

(1) 介護保険料滞納者に「利用料 3 割のペナルティー」を実施していますか。 
実施している場合は人数を教えてください 
 

①  実施している( 41 人) ② 実施していない  
 
 

(2) 要介護認定者に「障害者控除対象認定書」を交付していますか。  
 
交付している場合の基準はどうなっていますか 
 

①  交付している      ② 交付していない 

 

〇交付基準は 

  特別障害者に準ずる者  

  ・ 要介護度３以上、かつ介護保険の認定調査票記載の「障害高齢者に日常生活自立度（ねたきり度）

がＢ以上の者。 

・ 要介護３以上、かつ介護保険の認定調査票記載の「認知症高齢者の日常生活自立度」

がⅢ以上の者 

    障害者に準ずる者   

・要支援・要介護に認定、かつ介護保険の認定調査票記載の「障害高齢者の日常生活自立度（寝た

きり度）」がＡ以上の者（特別障害者に準ずる者を除く） 
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・要支援・要介護に認定、かつ介護保険の認定調査票記載の「認知症高齢者の日常生活自立度」が

Ⅱ以上の者（特別障害者に準ずる者を除く。） 

 

10. 令和 3 年度中の 新型コロナ感染についてお聞きします。 
 
(1） 貴自治体で高齢者(65 歳以上）の感染した人数は何人ですか   2,568   人 
 
(2) 貴自治体で高齢者(65 歳以上)の亡くなった人数は何人ですか   149    人 
 
(3) 高齢者で亡くなった ①～④の場所ごとの人数は何人ですか 
   
①病院    139   人  ②介護施設など高齢者施設    6      人 

 ③自宅    4     人  ④その他（ホテル等療養施設等）   0    人 

 

11. 国民健康保険について      
 
 （1）国民健康保険税の収納状況について    

 

 

 平成31年度  令和2年度  令和3年度  令和２年度末 

加入 

世帯数 

滞納 

世帯数 

加入 

世帯数 

滞納 

世帯数 

加入 

世帯数 

滞納 

世帯数 

短期保険証 

発行世帯数 

所得割資産割 

  納付世帯 
56,632 13,491 63,728 11,561 63,947 7,972 ------ 

均等割平等割 

  納付世帯 
34,403 15,102 25,225 12,942 22,093 9､264 ------ 

合計 91,035 28,593 88,953 24,503 86,040 17,236 2,421 

 
 (2) 令和２年度に国保税を滞納した世帯に対し、財産・預金などを差し押さえをしましたか。 
                                  
 

②   している        ６２３世帯（ 令和４年 ５月現在） 
 
③   していない 

 
 

 (3) 国民健康保険税の収納率について （ 現年度 ）      （保険収納課） 

   

 年度  平成29年度 平成３０年度  平成３１年度 令和２年度  令和３年度 

 収納率 ％ ８５．３１ ８５．２０ ８６．２９ ８８．７２ ９１．２６ 
 
 (4) 資格証明書は発行していますか               （保険収納課） 
 
  発行している     ２１１世帯（     令和４年  ８月現在） 
 
  発行していない 
 
 （5） 高齢者の被保険者への制裁措置免除は           （保険収納課） 
 

①  ある （   ７０ 歳以上）    ② ない 

 

 

12 認知症対策の部署はありますか      （高齢者福祉課） 
 
① ある 部署名 高齢者在宅支援課地域包括ケア推進係  ② ない ③ 検討中 
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13 高齢者一人暮らし対策は行っていますか     （高齢者いきいき課） 
        
 

（1） 行っている 事業名 安心おたっしゃ訪問     
  

（2） 行っていない 
 

       
 
 
 14. 介護保険事業に取り入れられた以外の高齢者保険・福祉事業はどのような事業を実
施していますか。事業名と予算額を教えてください。  

 

事業名 予算額 事 業 の 説 明 

高齢者いっとき 

お助けサービス 

    円 

1,377,000 

○ 一時的に体調を崩した一人暮らしや、高齢者のみの世帯の高齢者か

ら相談を受け。地域包括センターの職員が訪問し、必要な家事援助ヘル

パーを派遣する。 

 

高齢者訪問理美容サー

ビス等 

 

3,326,000 

○ 訪問理美容サ－ビスは、外出が困難な高齢者等が、自宅で理美容サ

ービスを受ける際にかかる理美容師の出張経費を理容券として交付する 

○ 寝具洗濯乾燥サービスは、寝具の乾燥等を行うことが困難な高齢者

に対して、委託業者により寝具の洗濯・乾燥を実施する。 

高齢者寝具洗濯乾燥 

ｻｰﾋﾞｽ 

8,937,000 ○ 寝具の乾燥などを行う事が困難な高齢者に対して、委託業者により

寝具の洗濯・乾燥を実施する。 

 

住宅改修費助成 

 

18,189,000 

○ 65歳以上で介護保険の認定結果非該当の方を対象に、手すりの設置

や便器の洋式化、福祉用具の給付を行う 

○ 介護保険要支援・要介護認定の方を対象に、介護保険給付対象外の

浴槽、流し・洗面台の取り替え、便器の洋式化の助成を行う。 

高齢者24時間 

安心ヘルプ 

169,000 ○ 介護保険の夜間対応型訪問介護（24時間対応）の基本月額に、24時

間通報加算を加えた本人負担分の一部を助成する。 

 

 

見守りサービス 

 

 

65,458､000 

 

○ 緊急通報システムの事業運営 

○ 火災安全器具の給付 

〇 安心コールの事業運営 

〇 たすけあいネットワークの事業運営 

○ ＩＣＴを活用した見守り 

高齢者 

緊急ショ－トステイ 

 

4,579,000 

○ 区内在住で介護保険の要介護１以上の方を日常介護している家族が

、病気等により介護が出来なくなった場合に、介護施設（介護保険適用

外）または病院で10日間を限度として高齢者を受け入れ、家族に代わっ

て介護する。 

 

地域包括センターの運

営管理 

 

65,956,000 

○ 地域包括センターの施設管理 

○ 地域包括センター支援システムの管理運営 

○ 地域包括センターの職員研修 

 

 
15. 無年金者の実態把握について      
 
 （1）実態把握をおこなっていますか   ①行っている   ②行っていない 
 
 （2）無年金者への特別給付金（公的年金によらない福祉措置）について 
 

(ア)  実施している      ② 実施していない 
 

  実施している場合  (a) 給付の名称 （ア）杉並区特別永住者等特別給付金   

                   （イ）杉並区重度心身障害者特別給付金  
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             (b)給付の内容  公的年金を受給することが出来ない在日外国人 

等に対し、（ア）毎月 10,000 円 （イ）30,000 円を支給  

            (c)給付の対象者  2 人 内訳 （イ）2 人 令和 4 年 3 月末現在   

(d)実施開始年月日 平成 20 年 4 月 1 日     
 
 
16.ＮＰＯ（非営利事業活動）への支援策について（令和４年度予算） 
 
 
   （1）実施している   事業の名称  ＮＰＯ活動資金助成事業 （150 万円）  
 
      （2）実施していない 
 
 
17. 住宅について（令和 3 年度末日現在の事業について （介護保険課・住宅政策課） 
 

１．高齢者用公営住宅の確保  単身282戸  2人 54戸    336 室 

２．民間アパートの借り上げ                         25戸 

３．ケアハウス                                210戸 

４．シルバーピア   単身 106戸  2人 36戸        142戸 

５．住み替え家賃補助制度  仲介手数料、家賃等債務保証料一部助成あり 

６．住宅改造援助 

  令和3年度予算 

②  住宅改修予防給付 1,439千円 

③  住宅改修設備給付 16,643千円 

④  福祉用具給付（107千円） 
 
 
18. 就労の充実について（令和３年度の状況） 
 
 (1) 高齢者雇用就労の相談窓口の有無    ① あり   ② なし  
 
           ある場合は担当部署名   保健福祉部高齢者施策課      
 
 
 (2) シルバー人材センター登録者数   2,687 名    
 
 
   うち就業者数    (延人員) 1,754 名   就 業 率    65.3％  
 

                                              

 （3）シルバー事業、年間事業総額     811,898,830  円   

 うち自治体発注額      489,321,481  円 
 
 (4) 貴自治体で行っている、高齢者の就労対策事業がありましたらご記入ください。 
 
   高齢者の就業・起業・地域活動を支援する為、ＮＰＯ法人に事業を委託し、個別相談、 
 

就業セミナー求人情報の提供を行っている。 
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19．高齢者の所得状況について       
 
  介護保険第１号保険者の介護保険料 段階別人数（令和４年 4 月 1 日現在） 
 

段階 
特別徴

収 
普通徴収 合計 所得区分など 

 第 1 段階 13,891  3,186  17,077  
生活保護受給者・老齢福祉年金の受給で世帯全員が市民税非課税で、

本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計額が 80 万円以下の方 

 第 2 段階 7,230  328  7,558  
世帯全員が市民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所得金額の

合算額が 80 万円超、120 万円以下の方 

 第 3 段階 6,671  204  6,875  世帯全員が市民税非課税で、第 1 段階、第 2 段階に該当しない方 

 第 4 段階 11,804  2,460  14,264  
世帯に市民税課税の方がいて、本人の課税年金収入額と合計所得金額

の合算額が 80 万円以下の方 

 第 5 段階 10,523  174  10,697  〃   80 万円を超える方 

 第 6 段階 12,364  1,614  13,978  本人が住民税課税で合計所得金額が 120 万円未満の方 

 第 7 段階 14,085  1,808  15,893  〃    120 万円以上 200 万円未満の方 

 第 8 段階 9,744  1,305  11,049  〃    200 万円以上 300 万円未満の方 

 第 9 段階 7,343  1,139  8,482  〃    300 万円以上 350 万円未満の方 

 第 10 段階 2,926  633  3,559  〃    350 万円以上 500 万円未満の方 

 第 11 段階 1,929  631  2,560  〃    500 万円以上 700 万円未案の方 

 第 12 段階 1,426  497  1,923  〃    700 万円以上 1,000 万円未満の方 

 第 13 段階 1,081  407  1,488  〃    1,000 万円以上 1,500 未満の方 

 第 14 段階 1,104  362  1,466  〃    1,500 万円以上の方 

合 計 102,121  14,648  116,769    

 
 貴自治体独自の介護保険利用料の減免措置はありますか。 
 
    (a)  ある      (b) ない 
 
 

20 要介護老人の状況について   (1)～(3) 段階ごとの数値はない     

 

 （1）認定者及び介護保険料内訳人数（令和４年 3 月 31 日現在） 

  要支援１  要支援２  要介護１  要介護２  要介護３  要介護４  要介護５  合 計 

   合計 5,133 2,062 6,226 3,264 2,936 3,322 2,270 25,213 
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(2)介護保険在宅利用者 保険料段階別人数（令和４年 3 月 31 日現在） 

  要支援１  要支援２  要介護１  要介護２  要介護３  要介護４  要介護５  合 計 

   合計 1,738 1,080 6,769 3,629 2,730 2,390 1,506 19,842 

※１ 1,732 1,075 5,053 2,742 2,070 1,929 1,196 15,797 

※２ 6 5 1,716 887 660 461 310 4,045 

※1 在宅介護サービス   ※２ 地域密着型サービス 

 

(3)介護保険施設利用者人数（令和４年 3 月 31 日現在） 

  要支援１  要支援２  要介護１  要介護２  要介護３  要介護４  要介護５  合 計 

   合計    0 0 71 148 646 1,140 780 2,785 

 

21. 介護保険料収納状況   年度の普通徴収の収納状況（％） 
 

段階 第1 第2 第3 第4 第5 第6 

収納状況％ 89.7 94.1 91.4 93.1 91.4 89.9 

段階 第7 第8 第9 第10 第11 第12 

収納状況％ 91.7 95.0 98.2 99.0 99.5 99.5 

段階 第13 第14 第15 第16 第17 合計 

収納状況％ 99.6 100.0     
 
 
22 後期高齢者 所得別男女人数 （令和 3年 4月 1日現在） 
 

  

旧ただし書き所得（円) 人数 

  

旧ただし書き所得（円) 人数 

0   3,000,001～3,500,000 1,379  

0  ～ 150，000 36,263  3,500,001～4,000,000 1,122  

150,001～400,000 2,716  4,000,001～4,500,000 814  

400,001～900,000 5,719  4,500,001～5,000,000 573  

900,001～1,400,000 5,817  5,000,001～5,500,000 471  

1,400,001～1,900,000 4,570  5,500,001～6,000,000 357  

1,900,001～2,500,000 3,291   6,000,001～ 3,294  

2,500,001～3,000,000 1,752      合 計 68,138  

 

男女別・年金天引きの有無については記載なし 
 
※ 旧但し書き所得の区分金額が他の自治体と異なっている。 

担当者が異なる区分で数えている。 
 



- 8 - 

以下の表は 2019年度の回答 （他の自治体と同じ区分） 

  

旧ただし書き所得 人数 

  

旧ただし書き所得 人数 

0 30,990 2,850,001～3,350000 1,416 

  1  ～ 150，000 1,631 3,350,001～,850,000 1,089 

150,001～400,000 2,470 3,850,001～,350,000 816 

400,001～850,000 4,307 4,350,001～,850,000 633 

850,001～1,350,000 5,188 4,850,001～,350,000 462 

1,350,001～,850,000 4,790 5,350,001～,600,000 192 

1,850,001～,350,000 2,861  5,600,001 ～ 3,333 

2,350,001～,850,000 1,843     合 計 63,021 

 

23 自殺者年代別男女別人数 （令和３年度） 

 10未満 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80以上 合計 

男性  3 9 10 14 10 4 2 3 55 

女性  2 13 3 1 5 3 1 0 28 

合計  5 22 13 15 15 7 3 3 83 

 

24 孤独死者（自宅内で死亡した事実が死後判明に至った１人暮らしの人）について 

年代別男女別人数と要因 （令和３年度）（新設） 

 

  

    
65歳～74

歳 
75歳～ 合計 

男

性 

男性合計 11 16 27 

 病死 5 5 10 

その他 0 0 0 

 不明 6 11 17 

女

性 

女性合計 0 5 5 

 病死 0 3 3 

その他 0 0 0 

 不明 0 2 2 

       

総計 11 21 32 

 


